
事業の概要

１．事業の趣旨
  「科学技術創造立国」を目指し、明日の科学技術につながる知的資産の形成や新産

業の創出を図るため、国公立試験研究機関、大学、特殊法人、企業等に所属する研究

者が、その研究機関の研究ポテンシャルを活用しつつ基礎研究を実施するもので、い

ずれその研究成果が国民や社会に還元されていくことを期待するものです。

２．事業のしくみ
�国（科学技術庁）が科学技術政策にもとづいた戦略目標を決定し、事業団に示し

ます。事業団は、その戦略目標のもとに推進すべき研究領域を設定します。

�事業団は設定した各研究領域について、研究提案を募集します。

�事業団は研究領域ごとに研究統括を置きます。研究統括は、研究提案の選考の責

任者となるとともに、個々の研究実施について、研究進捗状況の把握およびその

調整、評価、研究者に対する助言等といった、研究領域全般の研究運営に携わり

ます。

�本事業は、研究代表者を中心とした研究システムです。研究代表者には、自らの

研究構想を実現するために、数名～二十名程度からなる研究チーム（研究を行う

ための研究者、研究補助者等の集団）を編成し、研究を実施していただきます。

研究代表者には研究実施期間を通じ、研究の実施、予算の施行・管理等研究推進

全体に責任を持っていただきます。

�研究チームは、研究代表者と同一の研究機関に所属する研究者のみならず、外部

の研究機関の研究者等が参加することも可能です。

�研究提案の選考は、研究統括が領域アドバイザーの協力等を得て行います。事業

団はその選考結果を受け、研究代表者および研究課題を選定します。

�研究代表者および研究課題が選ばれますと、事業団は、研究統括の意見を聞きな

がら、研究代表者と相談の上、研究代表者ごとに研究実施の基本となる研究計画

を決めるとともに、初年度の予算等を定めた研究実施計画を決めます。研究実施

計画は毎年度作成していきます。

�併せて事業団は、研究代表者や研究チームメンバーの所属する研究機関と共同研

究契約や委託研究契約を締結します。事業団は、研究機関が国立大学、大学附置

研究所、大学共同利用機関等の場合は委託研究契約を締結し、上記以外の研究機

関の場合は共同研究契約を締結します。
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�研究契約が締結された後、研究代表者を中心に研究を実施していただきます。一

研究テーマの研究期間は５年が限度です。

�研究費は、既存の施設・設備を十分活用していただくことを前提として計上いた

します。具体的には、不足する設備の購入費、材料費、雇用する研究者等の給与、

旅費、ワークショップやシンポジウム等の開催費、光熱水費等が対象となります。

�研究代表者の要請に基づき、若手研究者、外国人研究者、研究補助者等を研究費

の範囲内で事業団が雇用して研究チームに派遣することが可能です。

�年度ごとの研究費は、事業団が研究統括と相談した上、研究内容、研究実施体制、

研究進捗状況等を考慮して毎年度に額を決定することとしています。また、研究

の中間段階で評価を行い、その後の研究費等の研究推進に反映いたします。

�研究実施に伴い、発生した特許権等の知的所有権の扱いは以下の通りです。

�共同研究契約に基づき研究を推進する場合は、事業団と発明を行った研究者と

の共有といたします。但し研究者が、自分の所属する研究機関に権利を譲渡し

た場合は、事業団と研究機関との共有となります。

�国立大学等を対象とした委託研究契約に基づき研究を推進する場合は、出願は

原則として委託先で行うことになりますが、特許等が成立した場合、研究交流

促進法に基づき、事業団は権利の一部の譲渡を受けます。

�本事業に参加する研究者には、国内外に対し、積極的に研究成果を発表していた

だきます。併せて、事業団が主催するワークショップやシンポジウムに参加し、

研究成果を発表していただきます。

�研究期間が５年間の場合、研究開始後３年程度を目安として中間評価を実施いた

します。また、研究が終了した後は、できるだけ早い時期に事後評価、さらに必

要に応じてその後追跡調査を実施いたします。

�研究領域ごとに研究事務所を設置し、設備・材料の購入や出張の手続き等、研究

の日常的なお世話をいたします。研究事務所には、研究計画の調整、研究進捗状

況の把握、特許出願、外部発表の手続き等の業務を行う技術参事、設備や材料の

購入、物品管理、出張手続き等の業務を行う事務参事等が常駐し、研究統括のも

とで研究者の支援を行います。
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